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概   要 
津波や洪水流のような速い流れによる洗掘現象について，近年の研究では高速流体が地盤表層に作用する

と，地盤内部に過剰間隙水圧が発生し，液状化層ができることで洗掘を助長させる影響が指摘されている。

本研究では，液状化層に着目し，地盤内のゆるみに焦点を当てた実験を行い，電気抵抗法を用いてゆるみ

の計測を試みた。その結果，目視で確認できる変状やその前に発生するゆるみ現象を電気抵抗の変化から

捉えられる可能性を示した。その結果を踏まえ，小型模型堤防を用いた越流実験を行った結果，天端下の

でゆるみが生じ，進行している状態を計測できた。また，電気抵抗の変化を正規化することで，比較的拘

束圧の低い表層部分，特に法尻付近における流動や崩壊の現象に伴うゆるみを捉えることができた。一方，

基盤層の水圧分布に着目すると，堤体のゆるみ発生個所の付近で，水圧差が生じることで堤体へ影響を与

えている可能性を示した。 
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1. はじめに 

 

津波や洪水流のような速い流れによる洗掘現象は，構造

物の支持力低下や大規模な地形変化を引き起こし，周辺地

域へ甚大な被害をもたらす。2011 年 3 月に発生した東日

本大震災における防波堤被害では，防波堤を越流した津波

により防波堤背後地盤が洗掘され，防波堤の支持力が低下

し，甚大な被害が発生した。また，2015 年 9 月には関東・

東北豪雨により鬼怒川堤防が決壊した。主な要因としては，

堤防を越水した洪水により川裏法尻から洗掘が進行する

ことで堤体が削り取られたことが挙げられている。 

洗掘現象に着目した研究は，地盤表面を移動する流体速

度と土粒子の重量，浮力等のつり合いから判定する掃流力

による検討が一般的である 1) 2)。しかし，近年の研究では

高速流体が作用する地盤表層では浸透等の作用により過

剰間隙水圧が上昇し，液状化状態が洗掘を助長させること

が明らかになっている 3)。 

また，越流に関する研究では，越流により法面に水が流

れる際に，法肩に負圧が，法尻に正圧が発生し，法肩では

吸い出しが起き，被害が発生するという報告 4)5)もある。

しかし，過剰間隙水圧のみで洗掘時における地盤内部の挙

動を把握することは困難であり，別の指標による評価方法

も求められている。  

そこで，本研究では従来は不飽和地盤の水分量測定で適

用される電気抵抗法を用いて，電気抵抗の変化から地盤内

部のゆるみを捉えることを試みた。ここでは，杉井 6)らの

水分計による先駆的な試みを参考にしている．実験では，

飽和堆積地盤に地盤底面からの浸透と振動の外力を作用

させることで洗掘現象を模擬し，外力作用時の地盤内部の

ゆるみに着目した実験を行った。また，河川堤防や防潮堤

に見立てた小型の模型堤防に越流を作用させる洗掘実験

を行い，越流発生前後の堤体のゆるみ挙動についての検討

も行った。さらに，越流時の法面の圧力状態についての検

討も行った。なお，本稿では，ゆるみを拘束圧の減少，間

隙比の増大が起きた状態と定義する（図-1）。 

 

 

図- 1 本稿のゆるみの定義 
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2. 土槽底面からの浸透，振動に伴う地盤内挙動 

 

2.1 実験方法及び実験条件 

 図-2 (a)に実験概略図を示す。実験では，高さ 200mm，

幅 200mm，奥行き 200mm の土槽の底部からの浸潤機能を

有した装置を用いた。また，試料には豊浦砂を用いて，相

対密度は 40%に設定した。土槽内部には，多点計測可能な

抵抗計に繋いだ電極を設置し，2 端子法で電気抵抗の計測

を行った（図-2(b)）。 

実験は浸透実験（Case 1-1）と振動実験（Case 1-2）の 2

種類を行った。Case 1-1 では，飽和堆積砂に土槽底面から

注水を行い，洗掘時の地盤への浸透を模擬した。浸透は，

動水勾配 0.3 を維持して注水を行った。Case 1-2 では，飽

和堆積砂に振動を与え，洗掘時の地盤表層の液状化層を模

擬した。振動は，質量 1.0kg のコンクリートブロックを実

験装置台の鉛直上方向約 100mm から垂直落下させ，打撃

を加えることで与えた。 

 

 

(a) 実験装置全体図                (b) 電極の設置位置 

図- 2 実験概略図 

 

2.2 実験結果及び考察 

2.2.1 土槽底面からの浸透に伴う地盤内挙動（Case1-1） 

図-3 に Case 1-1 における電気抵抗の増分を示す。浸透開

始直後に全ての計測点において，電気抵抗が減少している

ことがわかる。これは，土槽底面からの浸透流によって，

拘束圧が減少することで生じたゆるみを捉えていると思

われる。 

浸透開始直後の全ての層において，土槽正面右側に配置

された計測点（CH3，CH6，CH9）に着目すると，電気抵

抗の減少量が大きいことがわかる。これは，浸透が不均一

に地盤へ作用しており，土槽正面右側で多くの水みちが発

達した結果，拘束圧がより減少したことによるものだと考

えられる。 

実験開始 6 分後には，下層に配置された全ての計測点

（CH7，CH8，CH9）において電気抵抗の増加がみられた 。

水みちが発達する際，先端部に塊状のゆるみゾーンが発生

し，それが水みちへ成長することで水みち長が増加すると

いうメカニズムが報告されている 7)-11)。従って，電気抵抗

の上昇は，時間が十分経過し，下層には水みちの先端やゆ

るみゾーンがなくなったためだと考えられる。 

 

(a) 上層 

 

(b) 中間層 

 

(c) 下層 

図-3 電気抵抗の経時変化（Case 1-1） 

 

2.2.1 液状化に伴う地盤内挙動（Case1-2） 

液状化現象は，振動を与えることにより，堆積地盤の間

隙水圧は上昇，拘束圧は減少することによって発生する。

この時，間隙水圧は下層ほど大きく上昇し，その結果上向

きの浸透流が発生すると考えられる。その後，土粒子が沈

降し，間隙が小さくなることで堆積地盤は沈下する。この

メカニズムを踏まえ，Case 1-2 について考察する。 

図-4 に Case 1-2 における電気抵抗の経時変化を示す。振

動直後に全ての計測点で急激な反応がみられた。各層での

反応をみると，振動直後に電気抵抗が急激に減少し，その

後急激に増加していることがわかる。電気抵抗の減少は，

振動中に起きているため，上向き浸透流の発生による拘束

圧の減少を捉えていると考えられる。また，電気抵抗の上

昇は，振動後に起きているため，拘束圧の上昇や間隙が小

さくなった状態を捉えていると考えられる。 

上層に比べ，下層では急激な減少，増加の変化量が小さ

いことがわかる。これは下層ほど拘束圧が高く，液状化し

にくいためだと考えられる。また，同じ層でも計測点によ

って電気抵抗の増加量が異なるが，この要因として，浸透
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流による影響や振動を与えた位置からの距離の影響が考

えられる。 

実験開始後 0 分，3 分，6 分で振動を与えるにつれて，

振動直後の電気抵抗値の減少量は，全ての層で小さいこと

がわかる。液状化のメカニズムより，液状化が発生するこ

と，液状化後の地盤は液状化前よりも締固まった状態とな

る。その結果，再液状化の発生が抑制され。間隙水圧の上

昇量が小さくなることで，電気抵抗の減少量が小さくなっ

たと考えられる。 

 

 

(a) 上層 

 

(b) 中間層 

 

(c) 下層 

図-4 電気抵抗の経時変化（Case 1-2） 

 

3. 小型模型堤防を用いた越流洗掘実験（実験 2） 

 

3.1 実験方法及び実験条件 

実験では，高さ 1000mm，幅 2000mm，奥行き 500mm の

実験土槽を用いて行った。図-5 に模型堤防の概略図を示す。

模型堤防は，試料に豊浦砂を用いて，基盤層は飽和，堤体

は含水比 13%の不飽和で作製した。基盤層は高さ 116mm，

幅 1920mm，奥行き 500mm で作製し，堤外側基盤層と実

験土槽壁面の間には水の供給パイプを設置した。堤体の大

きさは高さ 300mm，幅 1430mm，奥行き 500mm で法面勾

配は 1:2 である。 

 

 

図- 5 模型堤防試験装置概略図 

 

各計測器の埋設位置を図-6 に示す。堤体内には電気抵抗

を計測する電極を 11 か所，土壌水分計を 9 か所，間隙水

圧計を 12 か所埋設した。電気抵抗と水分計では，堤体内

の浸潤課程及びゆるみ挙動を観察した。また，間隙水圧計

では基盤層の水圧分布と，越流により法面へ水が流れる際

の法面表層の圧力を観察した。 

 

 

(a) 電気抵抗 

 

(b) 土壌水分計 

 

(c) 間隙水圧計 

図-6 各計測機器の埋設位置 

 

 実験は水位上昇が遅いケース（Case 2-1）と速いケース

（Case 2-2）の 2 種類を行った。河川の増水による河川堤

防の越流を模擬した Case 2-1 の実験手順は次のとおりで

ある。 
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1)  模型地盤作製後，堤外側で水位を 1cm 維持し，30 分

程度待機する。 

2)  間隙水圧計を 0 にリセットする。（実験中は水圧の増

分を計測する。） 

3)  実験開始と同時に水位を 5cm/minの速度で上昇させ，

基盤層からの水位 5cm で 30 分維持する。 

4)  さらに水位を 5cm/min の速度で 5cm 上昇させ，10 分

維持する。（越流するまで繰り返す。） 

また，津波による防潮堤の越流を模擬した Case 2-2 の実

験手順は次のとおりである。 

1)  模型地盤作製後，堤外側で水位を 1cm 維持し，30 分

程度待機する。 

2)  間隙水圧計を 0 にリセットする。（実験中は水圧の増

分を計測する。） 

3)  実験開始と同時に 4cm/min の速度で上昇させ，越流

させる。 

 

3.2 実験結果及び考察 

3.2.1 堤体の変状進行過程の比較 

壁面から見た堤体の変状の時刻歴を図-7，図-8 に示す。

なお，Case 2-2 では，水位上昇で用いる水に着色を施して

いる。実験では，Case 2-1 は時間が経過するにつれて法尻

から崩れ，77 分 16 秒で越流が発生した。越流では水が流

れた部分の砂が少しずつ流されていくことで洗掘が進行

していった。Case 2-2 でも時間が経過するにつれ，法尻が

崩れていき，7 分 30 秒で越流が発生した。越流では Case 

2-1 と同様に水が流れた部分の砂が少しずつ流されていく

ことで洗掘が進行していった。 

越流 30 秒前に着目すると，両ケースとも法尻が流動し

て崩壊しており（図-6，図-7 の青枠内），Case 2-1 の方が広

い範囲で崩壊していることがわかる。この要因として，水

位維持の時間の影響が挙げられる。水位を一定時間維持す

る Case 2-1 では堤内側まで浸潤するための十分な時間が

あり，水位が上昇するたびに崩壊範囲が順々に拡大してい

った。一方，Case 2-2 では水位上昇が速く，堤内側まで浸

潤する前に 水位上昇していったため，水位に対して法尻

の崩壊範囲が狭かったと考えられる。 

越流開始 10 秒後に着目をすると，Case 2-1 では越流に

より洗掘された箇所はあるが，法尻の崩壊範囲は越流前と

ほぼ変わっていない。一方，Case 2-2 では，越流により洗

掘された箇所以外でも，法尻の崩壊範囲が大きく拡大して

いる。これは速い水位上昇に浸潤が追い付いていなかった

ため，遅れて堤内側まで浸潤したと考えられる。 

越流時の法面の洗掘を観察すると，両ケースとも越流開

始直後に細い水みちが形成され，砂が少しずつ洗掘された。

その後，洗掘深が大きくなり，水みち周りの堤体が崩れて

いくように壊れていった。これは，堤体の地盤材料による

影響が大きいと考えられる。堤体に用いた豊浦砂は透水係

数が中位であるため，堤体内に水が浸潤しやすくなってい

る。また，粘着力が低いため，洗掘深が大きくなると堤体

が自立しにくくなり，崩壊に繋がったと考えられる。 

 

 

 
図-7 堤体の変状過程（Case 2-1） 

 

 

 

 
図-8 堤体の変状過程（Case 2-2） 
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3.2.1 飽和度による堤体の浸潤課程の比較 

図-9 に飽和度の経時変化を示す。図-9 (a)から Case 2-1 に

ついてみると，堤体下層の水分計（M1，M3，M6，M8，

M9）は実験開始時から高い飽和度を示しており，これは飽

和した基盤層から水を吸い上げたためだと考えられる。図

-9(b)から実験開始 1 分の水位上昇に着目すると，堤外側の

水位は 50mm であるが， 50mm 以上の高さに位置してい

る堤体内の水分計が反応を示している。従って，吸い上げ

による浸潤が進行していると考えられる。また，高さ

200mm に位置する水分計（M2，M5，M7）に比べ，高さ

250mm に位置する水分計（M4）は飽和度の増加が小さい

ため，水面に比べ高い位置ほど吸い上げの影響は小さいと

考えられる。 

 

 

(a) Case 2-1（0-80min） 

 

(b) Case 2-1（0-15min） 

 

(c) Case 2-2 

図-9 飽和度の経時変化 

 

図-9 (b)より堤体中間層（M2，M5，M7）の飽和度の増加

量に着目すると堤外側の M2 が 1 番大きく，天端下と堤内

側の M5，M7 は同等の傾向にあると読み取れる。これは，

堤外側は法面と吸い上げによる基盤層からの浸潤の影響

を受けているためだと考えられる。一方，天端下，堤内側

は吸い上げによる基盤層からの浸潤の影響のみを受けて

いるためだと考えられる。また，堤内側に近い M9 に着目

すると，越流前の 75 分から 77 分にかけて急激に飽和度が

上昇していることがわかる。これは，図-7，図-8 のように

堤体が流動して崩壊しているためだと考えられる。 

図-9 (c)から Case 2-2 についてみると，堤体上層に位置

する M4，M5，M7 は越流前まで飽和度が増加している。

これは，堤外側の水位上昇に伴う堤体内へ浸潤が進行して

いるためだと考えられる。また，Case 2-1 と同様に M9 に

着目すると，Case 2-2 では越流前に大きな変化が起きてい

ない。従って，浸潤による砂の流動化が Case 2-1 よりも遅

れていることが考えられる。 

また，両ケースを比較すると Case 2-2 では実験開始直後

から M4 を除くほぼ全ての水分計で飽和度が 0.8 以上と高

い値を示していることがわかる。これは，Case 2-2 の堤体

の作製時に，堤体作製完了から計測開始までの水位維持の

過程で，基盤層から堤体内への浸潤に影響を与えた可能性

が考えられる。 

 

3.2.2 電気抵抗による堤体のゆるみの比較 

図-10 に各ケースにおける電気抵抗の増分を示す。図-10 

(a)から Case 2-1 についてみると，全ての計測点で電気抵抗

が減少している。特に堤体中央部（R3，R4，R5，R6，R7，

R8）では大きく減少している。ここで，図-10 (b)から実験

開始直後の 15 分間に着目をすると，R7，R6，R5，R3，R8

の順で抵抗値が大きく減少している。以上より，堤体の天

端下付近から順に抵抗値が減少する結果を得た。 

図-9(b)より，実験開始直後の 15 分間は飽和度をみると，

R3，R5，R6，R8 に相当する位置（M2，M4，M5，M7）に

ついては飽和度が増加しているが， R7 に相当する位置

（M6）については，飽和度に大きな変化がないことがわか

る。つまり，少なくとも R7 においては浸潤による電気抵

抗の減少ではないことが予想される。従って，天端下の下

層（R7）から順にゆるみが発生，進行していくように堤体

が弱体化した可能性が考えられる。 

図-10 (c)より Case 2-2 についてみると，Case 2-1 と同様

に全ての計測点で電気抵抗が減少している。その中でも，

R1，R5，R8，R2 の順に電気抵抗の減少が始まることがわ

かる。また，越流直前では R5，R8 の減少量が大きいこと

が読み取れる。ここで，図-9 (c)から R5，R8 に相当する位

置の水分計（M4，M8）についてみると，越流までの間に

飽和度の変化がみられる。従って，電気抵抗値の減少した

要因の 1 つとして浸潤の影響を受けている可能性が考え

られる。以上より，堤体下層の堤外側（R1，R2，）から順

に，ゆるみが発生したと考えられる。また，天端下（R5，

R8）では浸潤の影響もあるが，大きなゆるみが発生した可

能性も考えられる。 
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(a) Case 2-1（0-80min） 

 

(b) Case 2-1（0-15min） 

 
(c) Case 2-2 

図-10 電気抵抗の経時変化 

 

3.2.3 基盤層における水圧分布の比較 

両ケースにおいて，堤体にゆるみが発生した要因として，

基盤層の水圧分布が関係していると考えられる。Case 2-1

のように遅い水位上昇と Case 2-2 のように速い水位上昇

で基盤層の水圧分布がどのように変化するか検討を行う。 

図-11 に各ケースにおける基盤層の水圧分布の経時変化

を示す。まず，図-11 (a)より Case 2-1 では水位上昇に伴い

増加し，その後一定といった変化を繰り返している。また，

堤外側では水圧は高く，堤内側へ向かうほど水圧が低く分

布していることがわかる。しかし，P4 と P5 の間で水圧に

大きく差がみられる。 

次に，図-11(b)より Case 2-2 では，水位を一定で上げ続

けたため，水圧が一様に増加していることがわかる。Case 

2-1 と同様に堤外側から堤内側へ向かうほど水圧は低く分

布しており，水圧の最大値は Case 2-1 と同等であることが

わかった。また，P4 と P5 の間で Case 2-1 と同等の水圧に

大きな差がみられた。 

P4 と P5 はちょうど天端下に位置する水圧計であり，こ

こで圧力差が生じていることがわかった。このことから，

本来 P4 と P5 の間で生じるはずであった水圧の一部が堤

体で発生したため，基盤層の水圧が低かったと考えること

ができる。そして，堤体では水圧が増加したため，拘束圧

が低下し，ゆるみが生じたと考えられる。図-9 では，両ケ

ースとも天端下でゆるみを生じている可能性があるため，

基盤層の圧力差が堤体へ影響を与えていると考えられる。 

また，堤外側の水圧計は，両ケースとも越流開始後 30 秒

ほど水圧が増加していることがわかる。越流の様子を観察

すると，越流開始してから天端が完全に崩れ，水位が低下

するまでに 30 秒ほど要していた。従って，天端までの水

位が保たれている間，基盤層や堤体への浸潤が進んだため，

水圧が増加したと考えられる。 

堤内側の水圧計についてみると，両ケースとも堤外側の

水圧計がピークを迎えた 30 秒ほど後にピークを迎えてい

るものが多い。この時の堤内側の様子は堤防が崩れ，堤外

側の多くの水が流れ込むため，速い流れが基盤層へ作用し

ている。従って，近年の研究 3)よりわかっているように，

堆積地盤に速い流れが作用することにより，過剰間隙水圧

が発生していると考えられる。この過剰間隙水圧により，

地盤表層が流動層のようになり，洗掘現象を助長する要因

となる。 

 

 

(a) Case 2-1（0-80min） 

 

(b) Case 2-1（0-15min） 

図-11 基盤層の間隙水圧の経時変化 
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3.2.4 正規化した電気抵抗による堤体のゆるみの比較 

電気抵抗は拘束圧の増減によっても変化することがわ

かっている。実験開始時における堤体内に設置した電極に

ついて考えると，堤体中央へいくほど拘束圧は高くなり，

逆に表層は拘束圧が低いため，電気抵抗の変化量は小さく

なると考えられる。従って，各計測点の電気抵抗を最大値

で除して正規化した経時変化についても考える。 

図-12 に正規化した電気抵抗の増減の経時変化を示す。

はじめに，図-12 (a)，図-12 (b)で法尻部分にあたる R11 に

着目すると，実験の早い時間帯で電気抵抗が大きく減少し

ている。図-9 (a)では，飽和度はほぼ変化していないため，

法尻の流動，崩壊に伴うゆるみを捉えていると考えられる。

また，R9 や R10 について着目すると時間が経過するにつ

れて減少していき，R9 は 60 分，R10 は 43 分で急激に減

少していることがわかる。実験では，法尻から法肩方向へ

順に流動，崩壊が起きたため，電気抵抗が流動や崩壊を捉

えることができているならば，おおよそ正しく推移してい

ると思われる。 

 

 

(a) Case 2-1（0-80min） 

 

(b) Case 2-1（0-15min） 

 

(c) Case 2-2 

図-12 正規化した電気抵抗の経時変化 

 

図-12 (c)から R11 に着目すると，実験開始 5 分後から急

激に電気抵抗が減少していることがわかる。堤体は実験開

始 6 分後に法尻から崩壊したが，それ以前から生じていた

ゆるみを捉えることができていたと思われる。 

 

3.2.5 法面における間隙圧の変化 

図-13 に各ケースにおける法面の間隙圧の経時変化を示

す。両ケースとも，法肩に埋設された P’1 では水が流れる

と間隙圧は増加し，水圧計が露出すると間隙圧は減少して

いる。報告 5)7)から法肩では負圧が生じると想定していた

が，異なる結果となった。その要因として，越流の流量や

今回堤体として用いた豊浦砂の高い透水性が影響してい

ると考える。 

法面に埋設された P’2 では，法肩に埋設された P’1 と同

じく越流が起きてすぐに水が流れたため， P’1 とほぼ同時

刻に間隙圧が増加した。しかし，その後は P’1 のように間

隙圧が減少していないことがわかる。これは，水圧計の露

出後に水流に水圧計が反応していたためだと考えられる。 

 

 

(a) Case 2-1 

 
(b) Case 2-1 

図-13 法面の間隙水圧の経時変化 

 

法尻に埋設された P’3 は，両ケースとも越流が起きてか

ら徐々に間隙圧が増加した。その後，1 分以上経過してか

ら間隙圧が減少していった。実験を観察すると，堤体は次

第に大きく崩壊していくため，運ばれてくる砂の量が多く

なっていき，露出までに時間を要している。越流開始 1 分

後からは，堤体から運ばれてきた砂も流れていき，法尻付

近まで洗掘されていたことが確認できた。従って，P’1，P’2
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と異なる間隙圧の推移となった要因として，越流が起きて

すぐに水が流れていたが，同時に堤体で洗掘された砂も運

ばれてきたため，水圧計が露出するまでに時間を要したこ

とが考えられる。 

 

4. 結言 

 

本稿では，従来は不飽和地盤の水分量測定で適用される

電気抵抗法を用いて，電気抵抗の変化から地盤内部のゆる

みの挙動の計測を試みた。その結果， 飽和地盤に外力（浸

透，振動）を作用させる実験では以下の結論を得た。 

1)  目視で確認できる変状やその前に発生するゆるみ現

象を電気抵抗の変化から捉えられる可能性を示した。 

小型模型堤防を用いた越流実験では，以下の結論を得た。 

1)  水位上昇速度が越流前の堤体の崩壊範囲に影響を与

えていることがわかった。また，水分計を用いた堤体

内の浸潤課程からみても，水位上昇速度による影響

を受けていることが伺えた。 

2)  電気抵抗による堤体のゆるみ挙動の計測では，堤体

下層の堤内側から堤外側へ順にゆるみが発生，進行

していく挙動が読み取れた。また，電気抵抗を正規化

すると，堤体表層，特に堤内側での流動や崩壊などの

現象の進行を捉えることできた。このように，各計測

点におけるゆるみの大小を判断するには増減グラフ

が適しており，ゆるみの進行，特に堤内側表層部分に

ついて判断するには正規化した増減グラフが適して

いると考えられる。 

3)  基盤層の水圧分布では，天端下で圧力差が生じるこ

とで，堤体へ影響を及ぼす可能性を示した。この要因

として，堤体や基盤層の地盤材料の透水性も関係が

あると考えられる。 

4)  法面における間隙圧の変化についての検討を行った

が，法肩における負圧は確認できなかった。その要因

として，越流の流量が少ないことや堤体の地盤材料

の透水性が高いことが影響していると考えられる。 

以上を踏まえ，今後，越流の際に十分な流量の確保し，

また，越流の継続作用についても検討を行う必要があると

考える。さらに堤体や基盤層の地盤材料を変えて実験を行

い，地盤材料による堤体のゆるみ，崩壊過程の影響につい

ての検討も行う必要があると考える。計測方法については，

多点・高速化を行い，ゆるみトモグラフィの経時変化を行

う予定である。 
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